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利潤・平均利潤範曙と諸資本の競争

→一一田中菊次氏の所説によせて

松石勝彦

はしがき

周知のとおり，奥行『資本論』体系にマノレグ月の初期経済学批判体系プラン

上の『諸資本の競争』が含まれているのかどうかという問題は，プラ y問題論

争の一大焦点をなし，見解は三つにわかれている。干止は，現行『資本論』第皿

巻「資本制生産の総過程jの第 1.2.3篇に関するかぎり少なくとも「諸資本

の競争jは，一定の限定壱受けながらも，とりいれられており，そしてそれを

以前に定立された諸範博に作用させるというかたちで，利潤，利潤率，平均利

潤，平均利潤率，市場価値，市場価格，生産価格などの諸範障が定立され，利

潤率の低落やそれにともなう内的諸矛盾の展開などの動的過程が分析されてい

ると思う o 言し、かえると，利潤などの諸範障は，競争ぬきにはとうてい定立さ

れえず?その動的過程もまた競争向きには説明できないと考える。私は，先に

このような立場から， r資本論』第E巻第 10章「競争による一般的利潤率の均
等化。市場価格と市場価値。超過利潤」壱詳細に分析し，生産価格を形成する

「諸資本の競争Jメカニズム壱不十分ながら明らかにしたり。本小論では前稿で

はふれなかった『資本論」第血巻第 1章，第2章を分析して， i剰余価値の利潤

への転化J，あるいは同じことであるが，利潤や利潤率範障の定立もまた， i諸

資本の競争」向きには行われないことを明らかにしたい(第]， rr， m節〕。それ

とともにまた， i利聞の平均利潤への転化J，あるいは同じことであるが，平均

利潤，平均利潤率の形成もまた， i諸資本の競争Jによる需給比率変化の媒介

1) 捌稿 生産価格と市場価値ー『資本論』第四巻第10章の解明ー， r土地制度史学」第3S号，昭
和43年1月号。
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によらねば説明されえず，それゆえ資本の本性をいくら延長しても説明できな

いということ号明らかにしたい(第 JV，V節)。

私の見解と真向うから対立するのは， r資本論』は資本一般しか含まず，諸
資本の競争は捨象されている， という田中菊次氏の御見解である')。そこで氏

の所説を批判するというかたちで私説を展開してみよう。氏はマルグフミ地代論

がまったく「未完成」で， rあい異なる種々の主題の混滑」がみられる(第1論
文， 1ベ ジ)という観点から，地代論の前提をな寸マルクス競争論を次のよう

に徹底的に批判されるヘ

(1) 第田巻第 10章は， 競争による寸投的利潤率の均等化， 価値の生産価格

への転形を， r需要と供給の関係，市場価値と市場価格の関係，要するに同一
部門内での競争の関係において展開J (第2論文，]3へ ジ)しており，それゆ

え「直接的な商品論的 競争論的な処理の仕方J(同， 14へーヂ)正なっている。

(2) このような「処理の仕方Jは， r需要と供給のアYパヲ γス」を「恒常
的」に「前提」しているから「不合理」である。

(3) その「不合理」の「根因Jは，第田巻第1， 2章におけるやはり「商品

論的 競争論的な処理の什方]に由来しており，それは剰余価値の利潤への転

形歩「各個商品に即してJ，r各個商品の費用価格を媒介にして」といている点
でやはり「不合理」である。

何) 剰余価値の利潤への転形は， 資本の全過程G-W...p...W'-G'におい

て展開されるへきで， この展開を各個商品価値 W=c十V十mに反映させて，

2) I. r地代論の理論的内容について」第24rf量第2号，昭和37年
rr. rマルクスの競争論について」第拓者第3.4号j 昭和39年
m. r 町レタスの超過利潤請についての覚書J 第26巷第 1 号昭和3~年
N. r資本と七地所有」第27巻第3.4号!昭和41年
いずれも『経商学』誌上に発衰のもの。以下第1論文，第2論主 k略税、

3) マルクス地代論における理論的諸側面一一利潤備の伊証としての地代論と近代的賢本制的
土地所有形態の解明としての地代論との，本来は期日闘であるべき二つの主題の混南 あるし、は，
地代論と利潤論との結節における本質的解明の矢却!あるいはj その理論的欠却を埋める甚だし
く世概意的な処理など一一ーは，マノレグスの利潤論 とりわけ例の麗争の二重機構における問題に
おのずから収飲する 。マルクスの全地代理論は，その利潤論，とりわけ例の競争の二重機構
の展開に，その基盤を直接においている からであるoJ (第4論Y.20ベージ)
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k+pに転形させるべきである。

(5) 一般的・基本的な諸法則に属する利潤という形態は，利潤は流通や競争

から生じるとしづ表象によってとらえられるべきでなく，逆に利潤形態によっ

てそのような表象をとらえるへきである。

(6) 一般的利潤率は，資本の各部分が均等に利潤を生むという「利潤の本性」

の「貫徹」としてはあ〈すべきである。

(1)については特に問題はないので除外して， (2)'-(6)について以下各節で検討

してみ上う υ ただし，行論の都合上， (3)， (4)， (5)， (2)， (6)の順序 C取り上げる。

まず， (3)からみるごとにしよう。

1 I費用価格と利潤」の考察一一批判点 (1) 

田中氏は，マノレグスが「資本論』第皿巻第1章「費用価格と利潤|において

剰余価値の利潤への転化を「費用価格の隠蔽性によって」といている，と次の

ように考えられる O

「費用価格 h にあってはと uとの区日1)，聞がもっぱら可変資本からのみ生

ずるという資本の本質関係は隠植されて，ひとしく，資本の費用部分として一括され

る 。己の費用価格の隠蔽性によって剰余価値閣は充用総資本の増加分として，す

なわち，利潤という形態チ左右。ここに，明T=c+v+明は W~k+隅に，そしてさ

らに， W=k+戸に転形する。すなわち剰余価値怖の手国間Pへの転形である。J(第2

論文， 17 -18ベ 子。傍点松石。特に断わらなし、かぎり以下同じ。)

そしてこのようなマルクスの方法は「疑問」であれ 「問題」であると批判

される。そこで，はたしてマノレグスは，氏の非難されるように， I費用価格の

隠蔽性によってJ剰余価値を利潤に，W=c+v+刑壱 W~k+p に転化させて

いるかどうかをみてみよう。

第 1章は大き〈わけて次の二つの部分から成り立ってし、る。(イ)商品価値

W=c+v+m の W~k+p への転化。(ロ) W~k+p が「競争の基本法則」に

対してもつ意義。

第 l 章前半部分は各伺商品価値Ic~P して展開されている ω 資本制的に生産さ
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れた各商品の価値は W=c+v+mで表示され，これから m を控除すれば，生

産諸要素に支出された資本価値 c半v の補填価値が残るo 己の価値部分は， 資

本家自身が商品の生産に要したものを填補するにすぎないから，商品の費用価

格をなす。だから，範式 W=c+v+rnは，日T=k+Illに転形する(ここでw-

k+γnであって k+rでない点止注意円。費用価格kにおいては， 川主単に自ら

の価値壱移転するにすぎず vは向分の価値を超える剰余価値争創造する土い

うC とvとの本質的な区別は消滅し，それゆえ価値形成 増殖過程はし、んべい

され，神夜、化されてしまう。 k の形成においては，単 I~部分的忙しかその価値

を移転し立い固定資本と全部的にその価値を移転する流動資本との区別が重要

となる。他方，商品価値の他の成分である剰余価値皿について言えば，それは

「商品の生産中に消費されて商品流通から復帰する資本Jすなわち費用価格の

「価値増加分」・「超過分」である(以上，Kapital， III， 5S. 48-544)参照)。

さて，われわれの問題の焦点は，この「増加分jが「費用価格によって」利

潤に転化させられているのかどうかにあったが，マノレクスはとの点lごついて次

のように言う。

「剰余価値は，投下資本のうち価値増殖過程に入りこむ部分のみならず入りこまな

い部分に対する増加分をもなす。 つまり， それは， 商品の費用価格から填補される

消費された資本のみとzら「生産に充用された総資本に対ターる価値増加分をもなす。」

uピapital，III， S. 55) 
「剰余価値は，投下資本のうち，商品の費用価格に入りこむ部分からと同様に入り

こまなし部分からも 一言で云えば，充用資本の固定的および流動的成分から均等

に 生ずる。J(品id..S. 56) 

「投下総資木のかかる表象的産物 (vorgestellterAbkommlung) としては，剰余

価値は干L潤という転化形態を受けとる。 範式 vV=c十v-トm=k+ロ1は，範式

W~k+p すなわち商品価値=費用価格HU潤に転形する oJ (，bid.， SS. 56-57傍点

マノレクス)

みられるように，マルクスは明らかに，徹頭徹尾*余価値を「生産に充用さ

4) へ ジ教はディ ツl民 1959年による。訳文は主として長柱部氏によった。
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れた総資本に対する価値増加分」であり，投下総資本の固定的成分や流動的成

分から「均等」に生じたものと考える資本家的な転倒した「表象」の「産物J

として，剰余価値壱利潤に転形させ，商品価値 W=c十V十四を k+pに転形し

ているのである。だから，回中氏の理解されるように，単に「費用価格 hによ

ってJr費用価値の隠蔽性に占って」剰余価値の利潤への転形といてし、るので

はけっしてない。したがって，田中氏のマノレグス批判は，誤解にも正ず〈もので

あり，見当ちがし、であるといっていい。単なる費用価格範時の成立によっては，

商品価値 W 二 c+v+mは， W=k+mに転形す呂にす罫ず， 未だ W=k+p

iこは転形しえない。剰余価値が投下総資本全体の「産物」として資本家的に

「表象」されることによってはじめて W=c+v+m=k+mが W=k十pに転

イlニするのである"。

以上で第1章の前半部分を考察し，田中氏のマルクス批判のー論点を反批判

した。ついで後半部分を簡単に考察してみよう。後半部分の内容は，次の 文

に端的に示されている。

「資本家は，商品号価値以下で売っても，その販売によって利潤をえることができ

る。商品の販売価格が価値以下であョても費用価格以上でさえあれば，その商品に含

まれる剰余価値の一部分がつねに実現きれ，したがってつねに利潤がえられる。

商品の価値と費用価格との聞には明らかに無数の販売価格がありうる。

このことによって説明がつくのは，たとえば安売りのある種の場合，一定産業部門

における商品価格の異常な低廉，などのような日常の競争現象だけではなし、。これま

で経済学「よって把握されなかっ究資本制的競争の基本法則，すなわち，一般的利潤

率とこれによって規定きれ芯いわゆる生産価格とを規制する法則は，のちに見るよう

に，商品の価値と費用価格との聞のこの差額と，これから生ずる，利1閣を得ながら商

品を価値以下で売る可能性とにj もとづくのである。J(K.α~pita" ， III， 55._ 57-58) 

周知のとおり，価値の生産価格への転形あるいは同じことであるが平均利潤

率の形成は第2篇第 9， 10章でとかれている o そこでの要点は， 諸資本の競

5) 宇野弘蔵氏の次のような理解は同様に掛りであろう。 r監本価値 (c十Vのことー弓l用者注〕
'"費用価格化によって初めて剰余価値は利潤化するJ (~経済原論』下. 13ページ)， r費用価格
の概念 によって剰余価値は利闘の形態を与えられるJ (向上.19へーシ)， r剰余価値は費用
価格を超える部分として利潤となるJ (~講座経済原論.!l 256へ ジ)。
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争が各個商品価値 W=C+V十四における mに変動をあたえ，そのごとによっ

て剰余価値が各資本に均等に再分配され，利潤率が均等化し，価値とは異なる

生産価格が成立するということであった。このような各個商品価値中の剰余価

値の諸資本の競争による再分配過程は，明らかに，費用価格範博の成立，利1閏

範醇の成立，商品価値と費用価格との聞における無数の「中間価格Jの成立の

可能性などがすでに前提として十二分にとかれている土いうことを条件とする

ものである ο だから，第 1章における各個商品価値に即しての費用価格と利潤

の分析は，生産価格と平均利潤率を規制する「競争の基本法則」壱解明するた

めの予備的考察をなし，重要な布石をなすものなのである。 W=k+pは， 生

産価格ニk十平均利潤の萌芽的形態をなしているのである。この点に，費用価

格と利潤を分析する第1章の理論的意義がある。

以上，われわれは『資本論』第E巻第 1章「費用価格と利潤]壱分析して，

剰余価値の利潤への転形は，田中氏の言われるように「費用価格の隠蔽性によ

ってj行われているのでなく，剰余価値を可変資本でなく投下総資本の産物と

考える資本家的表象にもとずいて行われていること， 第 1章前半は商品価値

w=c+v十四の W=k+p(費用価格+利潤〕への転形をとき，後半はそれが平

均利潤率・生産価格を規制する「競争の基本法則」を説明 Fる鍵となることを

強調していること，などをみた。

][ i手Ij潤率」の考察一一批判点 (2) 

前節でみた上うに，田中氏は~ノレグスが剰余価値の利潤への転形を「費用

価格を媒介にじてJ!ていてし、ると非難されるが，それならば，氏はいったいど

のようにとくべきだと主張されるのであろうか。

「剰余価値の利閤への転形は，このような商品価値に即した，いわば商品論的な処

理の仕方では， もともと不可能である。 もともと剰余価値の利閏への転化の問題

は，資本の生産過程と流通過程との統ーとしての資本の全過程G-Wくよ ...p

W'一日において展開される関係である。その際，その媒介的な契機をなすものは，

資本の流涌過程，とくに資本の凹転における量的規定の側面にほかならなし、，といえ
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る。商品価値における c+v+隅の k+同への，さらに，k+Pへの転形そのものは，

このような展開の商品への反映にほかならないJ (第2論文， 24ページ)。

これが氏の積極説であるが，これにつレては次のような疑問が生じるG

第 1。剰余価値の利潤への転形を「資本の全過程」において展開すべきであ

るというのは，氏独自の主張であり，マノレグスはそうしていないであろうかつ

先にみたように，剰余価値は投下総資木の所産であると資本家の頭の中で表象

されることによって利潤に転形する。ところが，この投下総資本そのものが一

つの運動体であ η て，生産過程と流通過程との統一壱なす「資木の全過程」を

経過することによってはじめてその剰余価値をうむ')。だから， 投下総資本の

所産というのは，運動と対立するのでなく，運動寺内包し，それゆえ，マノレク

エえもまた剰余価値の利潤への転形を田中氏同様「資本の全過程Jにおいて展開

しているといってし川、であろう。事実，マノレタスは，第1章未尾では簡単に，

第 2章後半ではくわしく(後述)，剰余価値が流通過程そのものから生じるとし、

う表象を分析し i資本の全過程」を視野に入れることによって，利潤範噂を

より完全なものにしているのである。

第 2。氏は，剰余価値の利潤への転化をまず「資本の全過程Jにおいて「展開」

しておき，その上でこの l展開」壱各個商品価値に「反映」させ， W=c十V十m

を k+pに転形させるべきだと云われるが，その「資本の全過程」において利

潤に転形されるべき剰余価値は， もともと宙に浮いて存在ヲるわけでなく，あ

くまで商品価値巾にその一成分として，費用価格を超える超過分として存在す

るほかはない。だから，剰余価値の利潤への転形を「資本の全過程Jにおいて

展開するにしても，当然，各個商品価値中に存在する剰余価値を利潤に転形し

ているにすぎず，両者はあ〈まで同一事でなければならない。問中氏のよろに，

I資本の全過程Jにおける剰余価値の利潤への転形とそれの「反映」としての

商品価値の k+pへの転形として，三段階にとくわけにはし、かないのである。

6) すでに『賢本論』第I巻第2篇第4章「貨幣の賢本への転化」どおいずg マルクスは資本のー
般酌範式を G-W-G'でとらえ，この運動の所産としての G'とGとの差額を剰余価値と規定
していたととをここで想起せよ。
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第 3。氏は，引用文につづ付て， I現に，マノレグスも己ういっ口、る」との

ベ，自説の根拠づけにマノレグスの次の 文を引用される。「剰余価値率の利潤率

ーへの転形から剰余価値の利潤への転形が誘導されるべきであって，この逆では

ないoJ(Kapital，III. S. 63)だが，いったいこの一文は，氏の主張の裏づけになる

であろうかつ 剰余価値率は，剰余価値の可変資本に対すZ関係亨であり，剰余

価値がどこから生ずるかを示す本質的規定である。他方，利潤率は，剰余価値の

投下総資本に対する関係=号であり，剰余価値が頁にどこから生じる時いん

ぺいナる規定である。だから， I剰余価値率の利潤率への転形」とは，剰余価値

を可変資本に関係づけること(引から，投下総資本k関係づけるこ1:(号)への

論理の上向的展開を意味することになz。第 1章「費用価格を利潤」において
剰余価値を利潤ヒ転形させるときに左ったマノレグ λ の手続きは，すでにみたよ

うに，三吉し〈これであった。すなわち，剰余価値を可変資本から生じたもの

とすること(引から，投下総資本の「産物Jと観念すること(さ)によって「剰

余価値の利潤への転形」をといているのであった。このようにして，事実上，

第 1章においてすでに， I剰余価値率の利潤率への転形から剰余価値の利潤へ

の転形が誘導され」ていたのである7向。だから，この 文は，第1章での「剰

余価値の利潤への転形」方法と決じて矛盾するものでなく九 またその方法に

とって代るとされる田中氏の転化方法を肯定する根拠とも決してなりえないの

である。

この点に関連して，第1章「費用価格と利潤」と第2章「利潤率」は同じこ

7) マルクスはすでに G開館d同'"において「剰余価値の利潤姿態への転換」につb、て改のように
はあ(していた。 r剰余価値は，それが生産に前提された資本の総師前置で測られるかぎりで，利
潤の静態を畳けとる。一方，剰余価値は，資本が生きた骨働をの交換を通して撞得する剰余労働
時間で直接に測られているJ(Gn隅 a，.i.sS8d8'1 Kritik der poli陥 ，hen口'0陶 m叫 DietzVerlag. 
1953， S8. 647-648) 0 r資本は， もはやあらたに生産された価値をその現実の尺度，剰余労働の
必要労働に対する割合によっては担jらずj それの前提としての自己自身で割る。 前提され
た資本すなわち自己増殖するものとして指定された資本の価値でそのように測られた剰余価値は
ーー一利聞である。J(ibid.. S. 632) 
B) 種瀬茂，競争論の基礎的諸問題.i一橋大学研究年報経済学研究9J昭和'0年.102， 104ベー
ジに同じ見解がある。
9) 輯木鴻ー郎「続マルクス経済学J310ページにも同じような見解がある。



66 (390) 第101巻第4号

とを扱っているq.)か，各々の固有の対象領域は何なのか，両章の関係いかん，

といコた疑問がおの Fから生じよう。そこで，第2章を簡単に考察してみよう o

第 2章は大きくわけて次の二つの部分からなりたっている。仔) 利潤は投下

総資本の所産とする資本家的表象の分析とそれにもとづく利潤率の規定。(ロ)

流通・競争から生ずる諸契機・資本家的表象の分析による先の利潤(率〉規定の

補完。

げ)仁ついて。資本の一般的範式は. G-W-G'であり， GとG'との差剰余

価値は生産過程で生み出され，流通過程で実現きれる。資本家はこの差額をね

らって資本を投ずるが，そのさい，剰余価値生産における資本成分の役割りな

ど全く考慮しない。なぜなら，この差額は，現実には可変資本と労働との交換，

労働の搾取によって生じるとしても，そのためには同時に機械，材料，建物な

ど不変資本を投下しなければならないからである。かれにとっては，可変資本

から利得をうるために不変資本壱投下するのだとみても，逆に，不変資本壱増

殖するために可変資本を投下するのだとみても，全〈どうでもいいのである。

かれの「表象」では，全てが一様に混同されてしまい，結局，自分のもうけの度

合を可変資本に対する比率ではなく総資本に対する比率ではかることになる。

ついで，商品価値をみるに，それは， I資本家が支払った成分J=I費用」と

「商品価値が費用価格を己える超過分J=剰余価値とにわかれる。この「超過

分」は「投下資本をこえる超過分」であり，両者の比率は号で表現され，剰余

価値卒与とは区別される利潤率である〔以上.Katita!. 111，出山3参照)。

みられるように，第Z寧前半 CI;t，まず剰余価値を投下総資本全部分の産物

とみなす資本家的表象をと〈に生産過程中心にくわしく分析しておき，ついで，

ごく簡単に商品価値を費用価格と剰余価値に分離して，最後にこの剰余価値壱

先の資本家的表象と結びつけて，剰余価値率を利潤率に転形させているのであ

る。このようにみてくる1:，第2章前半部分は，実質的には第1章前半とほぼ

同じ内容をなしていることがわかろう。両者のちがいは重点のおきかたにある。

第 1章の重点は，商品価値に即しての費用価格と利潤の分析にあわ利潤は資
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本家的表象によって剰余価値の転化したもの，現象形態であることがとかれな

がらも，その資本家的表象そのものは深くは分析されていなかった。第2章で

はこれとは逆に，資本家的表象が分析の重点壱なし，幸町間率が明示的に規定さ

れ叫， 他方，費用価格と剰余価値については簡単な指摘にとどまった。両章の

差は，表題の差([費用価格と利潤」と「利潤率J)に端的に示されている町。

lJ[ I利潤率」の考察のつづき一一批判点 (3) 

前節につづき第2章「利潤率」後半部分を考察しよう。「商品の価値が費用価

格をこえる超過分J1;1:，直接的生産過程における労働の「直接的搾取」から生

じるとはし、え，その実現のいかん，程度は， r競争の内部・現実の市場」では
「市場諸関係J，r現実的競争 価値以上また以下での商品の売買J，r相互間

のだましあし、Jなどに依存1る。だから， I超過分」は流通過程から生じるか

のような「仮象」が生れる D さらには，流通過程では流通時闘が作用するため

に，一定時間内に実現される剰余価値の分量が制限されたり，あるいは流通費

という新しい契機が剰余価値や価値に一定の変更を加わえたり，また流通過程

土生産過程とがたえγ交錯しあ η たりして，先の[仮象」は主す主す助長され

る。このようにして， r資本と賃労働とが対立しあう本源的形熊は，資本と資

10) 第二章では利潤率の何かが規定されるとともに，その根拠と契機が分析されているJ (種瀬
骨I掲論文， 104ベージ)。
11) ここでロ ゼソへルグの見解についで問題点にふれておこう。 (1) かれは「剰余師値と剰余価
値率とが矛閏と利潤率に転形するのは， 価値が費用価格に転形するからであるJ(W資本論註
角刊第5告J 開丈社版， 29ベーシ)と言うが*すでに本文でみた上うに，剰余価値の未聞問への
転形は， r価値が費用価格に転形するから」ではなし幸余価値が投下総資本の全価値から生れ
るk表象されるこ jとに土ってである， (2) だから 「したがって 全分析の出発占はまさに費用
価格でなければならなL、J(両上，同ベ ジ)とは言いえなし、。 (3) かれは第1章では「厳密
に云えば，剰余価値の利潤への転掃がまだそれ自休としては研究されておらず，この転形のもっ
とも一般的な基礎が砕究されてL唱。 かかる転形は， w示IJi閏率」と題する次の章で研究され
ている i なぜというに その成立の完全な理解は剰余価値不の矛1)潤ネへの較~の基礎のうえで

のみ可能だからであるo} (同上.29-30ベージ) o云うが，この点も正しくないことは!本文で
みたとおりであろ。
※ 近江谷左需之介氏もロ ゼンベノレグ同様， r商品価値の費用価格化に対応して剰余聞値は利
潤由形態をあたえられる，J(1利閣不の観念についてJ，マルクス経揖学休系上』所収， 235ペー
ジ。 cf，232ヘージ)と言われるが』同じく誤りであろう。商品価刊~ W=c+v+mはkには決し
てならず k+pに転ずるにすぎない。
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本」との関係などの混入によって変装されてしまう。剰余価値は，単に「商品

の販売価格が費用価格壱こえる超過分」として現象し， したがって費用価格が

商品の「固有価値」・「内在的価値」として現象する。それとともに，生産過程

に利潤の源があるというおぼろげに雪ざした資本家の「予感J (労働日延長，労

働強化などの動機〕も I超過分」は流通から生じるとUづ表象と単なる「同格

の契機」となってしまう。結局，剰余労働の搾取があいまいになり町，資本の

すべての部分が 様に利潤の源として現象し，資本関係が神秘化される(以上，

I心rPil叫， III， SS. 63-65参照〕ロ

みられるよう I，~.第2章後半では，直接的生産過程を補完する流通過程争あ

らたにとりあげ，そこでの諸契機すなわち「市場諸関係J.I現実的競争J.流通

過程特有の諸事情などにもとずき，流通過程から利潤が生じると観念する「転

倒された表象J，I変調意識J(ibid.. S. 65) すなわち資本家的表象壱分析してい

るのである。資本は静止体ではなく，運動体であって，不断の運動 G~W.. ，p

W'-G'をえがくことによって利潤を獲得する。 だから，資本の全部分が均等

に利潤を生むというととは，単に一局面でそうであることでなく，運動の各局

面においてそうであることでなければならない。ここでの流通過程特有の諸契

機から生じる資本家的表象の分析は，前半でみた生産過程における資本家的表

象の分析の補完となっており，両者あいまって，剰余価値の利潤への転化を，

利潤の形態規定を完成する。

このようにみると，流通的・競争的諸現象およびそれから生ずる資本家的表

象は，利潤概念の完成にとヮて不可欠であるといってよい。だから，利潤形態と

「個別資本相互のだまし合¥"安〈買い高〈売るという流通現象にかかわる利

i閏表象Jとの聞に「理論上」の「本質的区別」があるとして(第2論文. 31ペー

ジ).両者をはっきりと区別してしまい，その上で次の上うに，後者は前者によ

ってはじめてはあくされる佳い'う田中氏の見解にはわれわれは同意で雪ない。

「資本制社会の一般的・基本的な諸関係あるいは諸法則そのものは，このような諾

12) とのことは，労働力の価値が骨置の形態そ kるこをによって由長される。
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現象の個別性・偶然性の捨象において始時て，促えられうるものである。むしろ，逆

に，競争的現象は，このような一般的目基本的諸法則の展開壱まって，始めて，科学

的・批判的にとらえられる。J(第2論文， 31ベーク)。

利潤形態は，田中氏の云われるように I資本のいわば一般的・基本的な諸

関係あるいは諸法則に属するものj (向上，同ベージ〕とは云えず，それ自体す

でに「現象の世界J(K，ゆ伽1，III， S. 67)に属する表象的範醇である。われわれ

は，すでに本質的な諸関係が転倒，倒立L"逆調している資本家的表象の世界

に論理的に上向してきているのである。 r剰余価値および剰余価値率は，相対
的には，眼に見えないものであれ探求されるべき本質的なものであるが，利

潤率したがって利潤としての剰余価値の形態は現象の世界に現われるJ (品吋，

S. 63)。われわれは相対的には眼に見えないjr探求されるべき本質的な」
剰余価値(半)から出発して，いまや「現象の世界」にふみとみ，資本家的な但E

錯した表象を分析することによって，剰余価値(率)を利潤(率〉に転形している

のである。ここで w資本論』第E巻は， r全体として考察古れた資本の運動
過程から生ずる具体的諸形態j，r社会の表面で種々の資木の相互的行動たる競
争中および生産当事者たち自身の普通の意識中に現われる形態J(品id.，S. 47) 

壱研究対象正していること壱組起すべきであろう。利潤範噂は，流通や競争か

ら生じる諸現象の「捨象」においてはあくされるのでなく，むしろ逆にそれらに

もとずいて始めてはあくされるものなのである。田中氏にあっては「利潤はlf'J

余価値の転化形態J・「現象形態」であることがbid..S. 68) が忘れられている。

私は，氏の上向法に対する無理解を指摘せざるをえない。おそらしそれは，

『資本論J=資本一般説の強弁に根ざすものと思われる。

以上みたように，剰余価値率のf町閏率への転形それ自体が，流通過程における

「諸資本の競争Jから生ずる諾契機，諸現象にもとずくものであり，それゆえ，

「諸資本の競争」と不可分の関係にあるのであるが，その点にとどまらず，第1

篇第2章でこのようにして定立された利潤率範時は，第2篇で平均利潤率・生

産価格範博を定立するための論理的前提をなし，予備的考察となっているので
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ある。第1章での費用価格や利潤の分析もまたそうであヮた。このように，第

1章の費用何格正利潤範噂，第2章の利潤率範障は， ともにその形態規定をす

ぐれて「諸資本の競争Jに負うのと同時に，平均利潤や生産価格を形成する「諸

資本の競争」を説明するための論理的前提，経過的・中間的形態壱なしている

のである。

最後に，田中民の第1章と第2章に対する考え方をみておこう o

「第二章は，その第一章が，剰余価値の利潤への転形を各個商品の価値に即して，

しかも c十りの hへの転形を媒介として展開しているのに対して， 剰余価値の利潤へ

の転形とし、う同じ課題を， 資本の一般的範式 G-W一日に即して， しかも剰余価値

率の利潤率への転形を媒介として展開しようとし1いるJ (第Z論文， "'ベージ)。

すでにみたように，第1に，第1章は「剰余価値の利潤への転形」を ，C+υを

hへの転移を媒介として展開している」のでない。第2に，第2章のみが「転

形」を「資本の一般的範式 G-Wー G'に即してJ，しかも「剰余価値率の利潤

率への転形を媒介として展開jしているのではない。第1章もまた G-G'との

差額を投下総資本の所産として表象することによって，そしてそれゆえ事実上，

「剰余価値率の利潤京への転形を媒介としてJ ，剰余価値の利潤への転形」を

行なっているのである。第3に，両章の差異は， ，同じ課題」壱処理する「媒

介」の仕方の差一一費用価格を媒介させるか， G-W-G'に即して，剰余価値

率の利潤率への転形を媒介させるか にあるのではなく(むしろその点では両

章はともに同じである)，これもすでにみたごとし分析の対象，重点のおき方の

ちがし、に存すると思われるo

百平均事，1]潤率と需給比率 批判点(4)

まず，平均利潤率・生産価格範噂壱成立せしめる競争メカヱズムについて紙

数の関係上ご{簡単にみて，そこでの需給比率がはたす役割を考えてみよう町。

労働者聞の自由競争，異部門聞の可動性を前提すれば，労働日の長さ，労働強

13) 詳細は前掲拙稿〈注1)を事照されたい。
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度，労賃，それゆえ剰余価値率は，均等化1る現実的傾向がある。そ乙で，剰

余価値率を一定とすれば，各生産部門の資本利潤率は，剰余価値は可変資本の

みかι生れるのであるから，資本の有機的構成および回転期間の相違に応じて，
本源的に異ならざるをえないu そこで，最大可能な利潤ネの獲得を自己目的と

する資本は，資本構成が高いか向転期聞が畏し、かあるいはその両方のために利

潤率が低い部商号去って，資本構成が低し、か回転期間が短L、かあるいはその両

方のために利潤率が高い部面に移動する。このような「諸資本の競争」ー資本

移動は，先の部面では供給の減少となってあらわれ，後の部面では供給の増大

となってあらわれる。つまり異部門聞の諸資本の競争関係は，資本移動を通し

て各部面内部の需給比率の変動となってあらわれ，還元されるのである。とこ

ろで，同一部門内部での競争は，異部門間でのそれとは異なり，資本家相互，

資本家対購買者，購買者相互間の競争の三つの面を有し，この三面は，共に作

用して，相異なる個別的諸価値から一つの市場価値・市場価格を形成する。い

まや，資本の異部門間競争は，資本移動を通して，各部面内部における需給比

率を変化させた。この変化は，当然上の同一部門内競争の三つ面に反映する。

先にみた第1の部面では，資本の流出 供給減少のため，資本家相互聞の競争

は緩和され，資本家対購買者聞の競争は資本家側に有利に展開し，購買者相互

閣の競争は激化する。その帰結は，価値より高い水準での生産価格の成立であ

る。第Z円部面では，正反対のことがおこり，結局，価値より低い水準で生産

価格が成立するo 平均利閏率が各部面で成立する。

このように，価値の生産価格への転形，利潤の平均利潤への転形メカ三プごム

は，たしかに田中氏の云われるように「商品論的ー競争論的」に処理されてお

り，需要と供給の比率の変動に依存している。そこで，問題は，そのような需

給比率壱「アンパラ Yス」ととらえ，それだから「不合理」だと云ってし刊、か

どうかという点にある。

「同一部門内における麓争のいわば異常な事態一一需給のアンバランス，市場価格

の市場価置からの背離ーーが，この場合，価値を生産価格に転化させるという関係に
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なる。したがって，一般的利潤率・生産価格なる関係は，特殊的利潤率の高い部門に

あっては，つねに，供給の過多を，逆に，特殊的1"11，閣車の低い部門にあっては，つね

に供給の過少壱前提する，ということになる。この関係を一般的に捉えるならば，競

争による一般的利潤率の均等化(形成).価値の生産価格への転化は， 需要と供給の

アンバランスを，恒常的に，前提として含んでいる，という甚だしく不合理な事態に

陥ヮていることになる。J (第2論文. 15ベ一日)14) 

問題は，どの価格 価値価格 (Wertpr自のか生産価格か一一一のもとkおけ

る需給比率をもって需給の一致左解すべきかというととにある。諸商品が生産

価格で販売されるというこ正は，各資本はぞれが投下された部面の特殊性や資

本構成・回転期聞の差異にかかわりなく，資本の大きさに比例した利潤をうる

ということである。つまれそういう意味では生産価格は I少くとも最低限

として，平均利日閏をもたらす価格J(K，ゆ包tal.III. S. 221)であり. I長期的には

供給の条件すなわち各特殊的生産部面の商品の再生産の条件J(ibid.， S， 225)で

ある。生産価格は，諸資本の競争の結果としてのみ成立する。だから，生産価

格とそ資本制生産様式における均衡価格であり，そのような価格を成立させる

ような需給比率こそ需給の一致，パラ yスと解すべきであろう助。 これを「ア

スパヲ γス」と解するのは，価値どおりに諸商品が売られるさいの需給比率を

唯一絶対的に均衡と解するからにほかならない。このような考え方は，諸資本

の競争，運動を全く無視した一面的な考え方である。そもそも需要はある一定

量で固定的に存在するといったものでなく，弾力的なものであれ供給の出万

いかんで変化する (Kap伽 l，IIl， SS. 214-215参照)。需要は各資本に平均利潤壱

与える生産価格を成立させるような社会的総資本の部門間配分すなわち供給構

造に弾力的に対応する。このような需給比率こそ資本の運動にふさわしい需給

の 致であると考えるベきであろう。

14) 競争による一般的利潤率の均等化z価値の生産価枯への転化は，需要と餌結のアゾバランス
というし、わば市場の異常な場合をj 前提として，つねに含んでいる， U、う甚だし〈不合理な事
態に立ち至っている 。そして，このことは，この問題ににコいてのマルクスの処理が，いわ
ば商品論的ー競争論的な処理の仕方になっているととによるもの，と考えられるJ (第4論士，
20ページ)。
15) 需給はこの場合一致していると把えなければならないJ(種瀬前掲論文， 134ページ)。
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V 平均利潤率と諸資本の競争 批判点 (5) 

前節でみたように，田中氏は，利潤率の相違ー諸資本の競争ー資本移動 需

給の調節作用一一般的利潤率・生産価格の形成という一連の競争メカニズムを，

それが「需給のアYパヲ Yス」を恒常的に前提しているから「不合理」だと拒

否されるが，それならば，このようなメカユズム白きに，氏はどのように平均

利潤率の形成をとかれるのであろうか?

「剰余価値はいまや投下総資本の増加分として現われ，資本はそのすべての部分が

均等に利潤を生むものとして措定されている。…・ところが，それぞれの生産部門に

お付る資本の構成と回転期間との差異は，必然的に， 利潤率の不等壱含んでいる。

しかしながら，利潤率の不等性は，それ自体，叙上のような利潤の本性と矛盾する。

利潤率のこのような特殊的差異，特殊的利潤率のこの不等性は，利潤自体の本性によ

って， ol"1i閏のー般的本性において止揚されなければならな¥'，一般的利潤率なるもの

は，したがって，利潤の本性のこの聞における貫徹の形態にほかならなし、。あらゆる

資本部分にとっての均等な生産性としサ利潤形態の本性が，社会的総資本の関係にお

いて，この一般的利潤率なる形態において貫徹し再現する関係であ1i0 J (第1論文，

36-37ベージ)

われわれは『資本論~ =資本一般説に立って，このように一般的利潤率をも

「利潤の一般的本性」の延長線上にとらえる説に疑問を感じざるをえない。「利i

潤の一般的本性」は「資本はそのすべての部分が均等に利潤壱生む」点にある

としても，はたしてそのことが，資本構成や回転期間の相違による「利潤ネめ

不等性」と「矛盾」することになったり，しかも単に「矛盾」するばかりでな

しその「不等性」を「止揚」するととになろうかフ 利潤の規定と平均利潤

の規定はともに「利潤の一般的本俳」においてとらえられ，両者の聞には差が

ないのであろうか?

第 10矛出閣の形熊規定はたしかに「資本はすでの部分が均等に利潤を生む」と

いう資本家的表象によって与えられるにしても，その利潤は実体的にはいぜん

商品の価値中に存在する剰余価値にほかならない (m=p)。ところが，ある生
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産部面のある資本がうみ出す剰余価値の犬きさは，剰余価値率を一定とすれば，

資本の有機的構成と回転期間に依存する。すなわち，逆比例の関係にある。だ

かち，たとえ資本の各部分が均等に利j閏をうむと資本家的に表象されたとして

も，その利潤の絶対量が本源的に資本構成と回転期間によって制約されている

以上，資本とこの利潤の比率すなわち利潤率は，本源的に異ならざるをえない。

た正え，資本の全部分の「均等な生産性」を仮定しても，特殊的利潤率は論理

必然的に異ならざるをえないのである。資本の各部分が均等に利潤をうむとい

うこ左は，たんに利潤や利潤率(平均利潤や平均利潤串でない点に注意)の形態規

定を与えるにすぎない。そしてこのようにして形態規定をうけた利潤率範時を

前提にしてはじめて，次の論理的段階で資本構成と回転期間壱あらたに考察に

引き入れると， I利潤率の不等性」が云えるととになるのである。だから， I利

潤率の不等性」は資本の全部分が均等に利潤をうむという「利潤の本性」を前

提にしているのである。このようにみてくると，田中氏のように「利潤率の不

等性はい 利潤の本性と矛盾する」とし、うのは明らかに誤りであることがわか

ろう。 I矛盾Jするどころかそれを前提にしているのである。

第20 I利潤の本性」が「利潤率の不等性」と「矛盾」するものならば前者

が後者を 「止揚J しうるはずがなかろう。 それならばはじめから両者の間に

「矛盾」など存在しょうがない。最初から「止揚」しあうはずである。氏の奇

妙な理屈によるならば一般的利潤率をとくために利潤率の不等性壱媒介させな

ければならない埋由は全くなかろう。 I不出閣の本性jから一息に，同時に剰余

価値の利潤への転形と利潤の平均利潤への転形(~一般的利潤率の形成)をと

けばし功、ことになろう。

第 3。以上のととは，二つの転化における質的相違を暗示している。剰余価

値(率)0)利潤(率)への転化は，単に自分のふところにある，ある与えられた大

ききの剰余価値を投下総資本全体の産物だと表象するととによって与えられる

が，他方，利潤の平均利潤への転化は，他人のふところにある剰余価値の再分

配によってはじめてあたえられる。だから，第2の転形は第1の転形のように
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単なる観念的操作によって与えられるのでなく，諸資本の競争による剰余価値

の再分配メカヱスム，プロセス壱不可欠の要件とする。たんに「利i閏の本性」

がこのメカニズムにとって代わりえないのは自明である。 I利潤率の不等性」

の「止揚」は氏のような単なる言葉のトリッグによって与えられるのでなく，

資本の血みどろの死闘ー競争戦を反映したロクゲグによってのみ与えられるの

である D

すでに前節でみたように， I諸資本の競争」が，資本移動 各部商の需給調

節 価格形成という 速のメカニズムを通して利潤を干均利潤に転形させる。

問中氏もこのメカエズムを一応は「自明のことJ (第1論文， 36ベ ジ)と認め

ざるをえないが，それにもかかわらず次のように強弁される。

「主るほど各生産部門におけるあい異なる利潤率の一般的利潤率への均等化は，

生産部門相互の間における資本の自由な移動，資本の自由競争が，当然に，前提さ

れている。しかしながら，このことから直ちに，一般的利潤率の理論的問題が諸資本

相互の競争そのもりによるー般的利潤車の形成とし、う形で捉えられる，ということに

はならなし」現実には諸資本相互の競争を経て展開されるとしても，その理論的把握

にあっては，逆に，資本のー般的本性から把握されなければならないJ(第1論文，

38-39ベータ)

一般的利潤率の形成は「資本の自由競争」を当然に「前提」し r現実には
諸資本相互の競争壱経て展開される」としても，競争によってはあくされるべ

きでなしあくまで「資本の一般的本性Jからはあくすべきであるというので

あるが，まこ主に不可解な論理というほかはない。一般的利潤率の形成が，現

実には諸資本の競争を経て展開されるものなら，われわれの理論的展開におい

てもまた，当然， 般的利潤率の形成を「諸資本の競争」から展開すべきであ

ろう。理論とは現実の反映であり，模写である。先にもふれたように，われわ

れは，そのような「諸資本り競争」を資本の本質分析でえられた抽象的諸範醇

に 7 ィード・バッグさせて，より高次の諸範時を展開する論理的段階にいまや

さしかかっているのである。ヤ均利i閏率・生産価格などのより具体的な諸範障

は，もはや「資本の一般的本性]のみからではどうにも説明がつかないのであ



76 (400) 第101巻第4号

って，もし説明を強行すれば，氏の先の 文にみられるように，事実のロジッ

グよりも言葉のマジッグにたよったものにならざる壱えないのである。要する

1こ，平均利潤率範曙は I諸資本の競争」による剰余価値再分配メカユズムを

通してしかとく方法がないと考える町。

田中民のこのような偏狭な主張は， マノレクスの初期の経済学体系プランは

『資本論』に至るまで変更されず，それゆえ「資本論』は「諸資本の競争Jを

含まT，単に「資本一般Jを合むにすぎないという立場町(第 1論文. 17， 41， 

43ペ ジ参照)や， ~資本論」には「資本一般」の貫徹と競争論的な処理とし、う

二つの異なる主題の「混清J，I混在J，I理論的整合」がみられるとし寸氏のマ

ノレグス論難(第1論文. 45， 46， _，2へーク。第2論立， 38ベージ参照)とうらはらの

関係にある。だが，資料的な考証はさておき，何らの先入観なしに，現行「資

本論1第 E巻壱冷静に考察し，そして利潤(率)や平均利潤(率〉などの範障がし、

かにして定立されるべきかを自分の頭でよく考えてみるならば，現行『資本論』

Jには少くとも平均利潤率と生産価格とを規制する「競争の基本法則」が含まれ

ており，またそのそのことは何ら「資本一般」とは「混清」の関係にあるので

はなしむしろ「資本一般」の「諾資本の競争J段階における展開とみるべき

ことがわかろうへ氏は一方ではプヲ Y不変更説， w資本論~ =資本一般説を

16) 田中氏は， リカードが市場価格壱自黙柵格(生産価格)に揮着させる諸資本の競争(~ r第二
の遍歴J)を考察して， それを無意識に価値を生産価格に転形させる荷車本の競争(~ r第ーの
週歴J) と混同している~いうマルクスの指摘(Tkeorien #ber d四 M，加出町 II.55."200-201)を
とらえて. rマルクス自身，結局は，両者をひとし〈資本の遍歴ピよって直接にと〈とし寸処理
に終勺ている。リカードの湿聞は マルクス問身においても，そしてさちに『資本論』にいたっ
ても，結局のところ根本的な解決には遣しえなかったJ(第2論文， 16-17ページ)と非難される。
だが，第-1::-，本文でみ文ように，両者をひ左しく「菅本の週歴」でとh、ても何ら非難さるべき
ではな」、。むしそれは「転化」の説明にとっては不可欠である。第二に，マルクスはj リカ 下
回無意識的「混同jをきいぜんど区別ししかも価値の生産価格への転化を同じ(r資本の遍歴」
によってときながらも，単にそれだけに1cEまらず， w資本論』第E巻第9章にみられるように，
「資本の遍歴」を価殖や剰余柿植に作用さ也写主体の宜化として転化をとし、ているのである。だ
から，その点でマルクスは日カードを絶対的に超えているとみなければならなし、。本文でみたよ
うに「根本的な解決に達しえなかったjのは むしろ「査本の遍歴」由きに利潤や平均利潤範嶋
に至るまでひとしく「資本の一般的本性」によって直接的にとく U 、う処理に終っている田中氏
出処理の仕方ではなかろ弓か?
17) 車は同様に次のような遊部久蔵氏の見解に賛成できない。氏は言う 『資本論』第E巻は第
[， n巻より「具体的な覇域 lをあつかっていることはみとめるがa しかしそれはやはり， r資
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とられ，他方では『資本論』における資本一般と諸資本の競争の「混在」を

言われるが， これは一つの矛盾である。なぜならば「混在J説に立てば資本

一般説が否定され，資本一般説に立てば「混在」が言えなし、からである。だか

ら，氏は， r資本論』そのものあるいは『資本論』が対象としている資本主義
的生産の総過程を分析して「資本一般」説壱主張されているのでなく r資本
論』は「資本←根」にとどまるべきである， したがって利潤や平均利潤などの

範噂は，競争ぬきに定立されねばならないと主張されているにすぎなし、。つま

り，氏ぽ「資本一般」の立場からする『資本論』の純化を主張されているにす

ぎない。このような主張は，初期マノレグスの主張というよそおい壱とっている

ものの，もはやマノレグスのものでなく氏独自の主張と言うべきであり，ぞして

それは上述のように，各所で理論的困難を含み，とうてい納得できるようなも

のでない。(昭和42年 8月14日〕

本一般」とL、う「一定の限度」のもとになされている。だから「そノグヲフィーとしての性質の
つよいマルクスの手楠を印刷に付した第三巻本文中より，ことにふさわしくない部分をよりわげ，
位置づけるととが，こんど『資本論』を出発点として原理論体系をきずいてい〈上に必要な操作
であると考えられるJ ('資本論講座4J]7-.'! ジ)。


